
16

目標達成率　（％） － 96 106

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
主に市民の自発的な防犯活動の支援であり、業務フローに改善の余地はない。 防犯対策の実施のためには、地域の見守り体制が重要で

あり、市民・事業者等の協力が必要である。今後も啓発
方法を工夫しながら事業実施していく。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
継続して事業を実施している。
事業費については、平成２９年度から特殊詐欺防止のための自動通話録音機の貸与
事業を実施しており、増となっている。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 060201 防犯に関する事務
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 06 生活の安全・安心の向上

基本事業名 02 防犯対策の充実

所管課係名 防災防犯課　防災防犯担当 所管課長名 小泉　勝巳

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 東久留米市安全・安心まちづくり条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民、地域団体（自治会、防犯ボランティア等）、事業所等
対象

事業内容 防犯用資器材の貸与、防犯啓発物品の配布、職員向けの青色パトロール講習会の実施

・

活動手段

目的 安全で安心して生活できるまちづくりの推進

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 防犯ボランティア団体数 単位 団体

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

102 102 102

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 市内は防犯上安全であると感じている市民の割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 75

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 未設定 70 70

実績値 67 67 74

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 2,869 3,482 3,737

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 2,869 3,482 3,737

人件費（理論値）②　（千円） 4,201 4,334 3,323

トータルコスト①＋②　（千円） 7,070 7,816 7,060

単位当たりコスト　（円） 69,314 76,627 69,2



96

単位当たりコスト　（円） 375,000 240,000 198,667

目標達成率　（％） 96 96 106

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
条例に規定された業務であり、業務フローに改善の余地はない。 安心・安全なまちづくりの取り組みをすすめるために、

協議会の構成各機関が連携して取り組む必要があり、今
後も協議会の取り組みを継続していく。

効率性 ４ 達成度 ３

説明
昨年度に比べて安価に事業実施できたため、効率性は上がっている。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 060202 東久留米市安全・安心まちづくり推進協議会事業
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 06 生活の安全・安心の向上

基本事業名 02 防犯対策の充実

所管課係名 防災防犯課　防災防犯担当 所管課長名 小泉　勝巳

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 東久留米市安全・安心まちづくり条例

東久留米市安全・安心まちづくり推進計画

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民、団体、事業所
対象

事業内容 協議会の開催により、地域のさまざまな主体による防犯情報、安全安心のまちづくりの取り組みの情報交換

・ 協議会主催による防犯講演会等の実施。

活動手段

目的 安全で安心して生活できるまちづくりの推進と市民の自発的な地域安全活動を支援する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 協議会の開催日数 単位 回

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

3 3 3

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 市内は防犯上安全であると感じている市民の割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 75

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 70 70 70

実績値 67 67 74

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 675 200 153

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 675 200 153

人件費（理論値）②　（千円） 450 520 443

トータルコスト①＋②　（千円） 1,125 720 5



106

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
防犯協会の活動は市の業務を補完する役割を持っており、活動を支援することは重 特殊詐欺防止のための街頭啓発活動は、市民、行政、警
要である。補助金の交付という業務フローは確立されており、改善の余地はない。 察が一体となって推進する必要があり、防犯協会は三者

のパイプ役として重要な役割を担っているため、今後も
支援を継続していく。

効率性 ５ 達成度 ３

説明
補助額に変化はなく、事務手続きも変わりないので、効率性に変化はない。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 060203 防犯協会支援事業
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 06 生活の安全・安心の向上

基本事業名 02 防犯対策の充実

所管課係名 防災防犯課　防災防犯担当 所管課長名 小泉　勝巳

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 東久留米市防犯協会補助金交付要綱

東久留米市安全・安心まちづくり条例

補助事業 ■ 該当 ■ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市防犯協会
対象

事業内容 東久留米市防犯協会に補助金を交付する。

・

活動手段

目的 安全で安心して生活できるまちづくりの推進と市民の自発的な地域防犯活動を支援する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助金の交付回数 単位 回

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

1 1 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 市内は防犯上安全であると感じている市民の割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 75

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 未設定 70 70

実績値 67 67 74

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 700 700 700

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 700 700 700

人件費（理論値）②　（千円） 4,201 4,334 3,323

トータルコスト①＋②　（千円） 4,901 5,034 4,023

単位当たりコスト　（円） 4,901,000 5,034,000 4,023,000

目標達成率　（％） － 96



761 1,802

人件費（理論値）②　（千円） 1,079 1,092 1,117

トータルコスト①＋②　（千円） 2,900 2,853 2,919

単位当たりコスト　（円） 966,667 951,000 973,000

目標達成率　（％） 75 92 112

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
更生保護のイベント等は、関係団体からの人員等の応援により、効率的に実施して 毎年、実施している「社会を明るくする運動市民のつど
いるため、業務フローに改善する余地はない。北多摩地区保護観察協会負担金支払 い・音楽祭」は更生保護の理解を深めるイベントとして
いについては業務フローの改善及び制度改正の余地はない。 好評であり、今後も継続していく。

効率性 ３ 達成度 ４

説明
天候に恵まれ、社会を明るくする運動「市民のつどい・音楽祭」の参加人数が増加
した。負担金の事務は定例化されているため、昨年度と同様の効率性である。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 060204 更生福祉協力員支援事業
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 06 生活の安全・安心の向上

基本事業名 02 防犯対策の充実

所管課係名 福祉総務課　福祉政策係 所管課長名 中谷　義昭

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 保護司法、(市)東久留米市更生福祉協力員設置要綱、(市)東久留米市社会を明るくする運動補助金交付要綱、東

京都北多摩地区保護観察協会規約

補助事業 ■ 該当 ■ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

■ その他 (報酬、委託金 )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民および北多摩地区保護観察協会
対象

事業内容 保護司会の開催。社会を明るくする運動（7月に駅頭宣伝及び市民のつどい・音楽祭を行い、10月の市民文化祭

・ で絵画、書道の展示を行う）の実施。

活動手段

目的 市民が犯罪の防止と罪を犯した人たちの更生について理解を深める契機となる。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 イベント開催回数 単位 回

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

3 3 3

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 社会を明るくする運動「市民のつどい・音楽祭」参加人数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 800

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 1,000 800 800

実績値 750 735 895

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,821 1,761 1,802

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 1,821 1,
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人件費（理論値）②　（千円） 1,310 1,332 1,363

トータルコスト①＋②　（千円） 1,555 1,653 1,638

単位当たりコスト　（円） 172,778 165,300 204,750

目標達成率　（％） 94 91 90

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
協力家庭登録後のフォローや各中学校地区の実施委員会の運営方法等、業務フロー かけこみハウス協力家庭（事業所等を含む）が減少傾向
は確立されており、改善の余地はないが、小・中学校への事業周知方法や協力家庭 にある状況を踏まえ、平成３１年度はかけこみハウスの
の募集方法について改善を検討する。 協力依頼、周知方法を一部変更する。平成３１年度は今

まで各中学校地区の実施委員会が行っていた小・中学校
へかけこみハウスの協力依頼を市が一括して行うことで
より効率的、効果的に協力を依頼する。また、児童にも
わかりやすいチラシ等を作成し、事業をわかりやすく周
知するとともに、協力家庭数の増加に努める。

効率性 １ 達成度 ３

説明

　

かけこみハウス協力家

平

庭数（事業所等を含む

成

）は減少傾向にあり、

3

目標の達成には
至って

1

いない。

年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 060205 かけこみハウス事業
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 06 生活の安全・安心の向上

基本事業名 02 防犯対策の充実

所管課係名 児童青少年課　児童青少年係 所管課長名 新妻　理成

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 各中学校地区「かけこみハウス」設置要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

地域社会
対象

事業内容 「かけこみハウス」の普及・啓発を地域と協働で推進する。

・ ①中学校地区毎に設置された実施委員会の運営事務。②かけこみハウスステッカーの発行。啓発用看板の作成。

活動手段 ③かけこみハウス実施委員会会長連絡会の実施

目的 児童・生徒が痴漢や不審者等により危険を感じ、避難した時に一時的に保護し、家庭及び学校等に連絡をする「

・ かけこみハウス」協力家庭を推進する。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 実施委員会等会議回数 単位 回

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

9 10 8

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 かけこみハウス協力家庭数（事業所等含む） 単位 件

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 2,100

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 2,100 2,100 2,100

実績値 1,968 1,907 1,894

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 245 321 275

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 245 321 27



値）②　（千円） 493 499 5,530

トータルコスト①＋②　（千円） 7,311 5,829 12,180

単位当たりコスト　（円） 197,595 161,917 369,091

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
平成30年度に補助金事務取扱要綱の見直しを行い、ＬＥＤへの修繕費用も補助対象 平成28年度より電気料金の低減とＣＯ２削減による低炭
とする制度の改正を行った。 素社会の実現に向け、団体が管理する防犯灯等のＬＥＤ

化を推進していく。

効率性 １ 達成度 ３

説明
交付団体は減少したが、ＬＥＤに交換した修繕費用や防犯灯等のＬＥＤ化に向けた
検討や新たに商店会への移管等の説明等の労務作業による人件費が増加したため、
単位当たりコストが増額となった。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 060206 防犯灯等維持管理支援事業
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 06 生活の安全・安心の向上

基本事業名 02 防犯対策の充実

所管課係名 管理課　道路・河川施設担当 所管課長名 吉川　雅継

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 防犯灯等整備対策要綱（S36.3.31閣議決定）

東久留米市防犯灯等の維持管理費補助金事務取扱要綱

補助事業 ■ 該当 ■ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン ■ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

自治会・商店会等が管理している防犯灯・装飾灯
対象

事業内容 自治会・商店会等が管理している防犯灯・装飾灯の維持管理費に対する補助金を交付する。

・

活動手段

目的 本事業は、防犯灯・装飾灯の維持管理費に対し補助金を交付することにより、夜間の通行の安全及び犯罪抑止の

・ 向上を図ることを目的とする。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 補助金を交付した自治会等の数 単位 団体

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

37 36 33

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 交付した結果、適正に維持管理できた割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 6,818 5,330 6,650

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 6,818 5,330 6,650

人件費（理論



）②　（千円） 6,325 6,407 3,403

トータルコスト①＋②　（千円） 73,103 85,987 78,709

単位当たりコスト　（円） 49,361 693,444 996,316

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和2年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
平成28年度よりエスコ事業を導入し、業務フローを構築したところであるため、現 平成24年度より、電気料金の一括前払い制度を活用し、
時点で改善・改正の余地はない。 その抑制に努めるとともに、平成28年度より電気料の低

減とＣＯ２削減による低炭素社会を目指すため、エスコ
事業を導入した。
今後もエスコ事業を推進し、環境負荷の軽減及び財政負
担の軽減に努めていく。
なお、電気料が増加傾向にあるため、今後、事業費が増
額となる可能性がある。

効率性 １ 達成度 ３

説明
平成30年度は修繕件数が減少したため、単位当たりコストが増額となった。

　平成31年度事務事業評価表(平成30年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 060207 街灯維持管理業務
継続

政　策　名 03 住みやすさを感じるまち

施　策　名 06 生活の安全・安心の向上

基本事業名 02 防犯対策の充実

所管課係名 管理課　道路・河川施設担当 所管課長名 吉川　雅継

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 防犯灯等整備対策要綱（S36.3.31）

東久留米市安全・安心まちづくり条例、東久留米市安全・安心まちづくり推進計画

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン ■ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市・道路管理者が管理する街灯（街路灯、防犯灯）
対象

事業内容 街灯の維持管理（新設・修繕、電気料の支払い等）。

・

活動手段

目的 本事業は、防犯灯等を適正に維持管理することにより、夜間の通行の安全及び犯罪抑止の向上を図り、安全・安

・ 心な交通環境の向上を図ることを目的とする。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 防犯灯の新設・修繕件数 単位 件

平成28年度 平成29年度 平成30年度
実績値

1,481 124 79

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 夜間の通行の安全が確保された割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業費（実績額）①　（千円） 66,778 79,580 75,306

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 66,778 79,580 75,306

人件費（理論値


